
2021年4月1日

三田労働基準監督署 安全衛生課

リスクアセスメント等の導入による労働災害防止講習会

労働災害防止について
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• 労働災害発生状況の確認（令和２年まで）

• 労働災害発生状況の確認（令和３年の状況）

• 労働災害発生状況の確認（令和４年）

• 労働災害減少のために（基本的事項の確認）

• 労働災害減少のために（最近の政策動向を確認）

• まとめ
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東京

東京

全国

労働災害による死傷者数の推移（休業４日以上）

労働災害による死傷者数の推移（休業４日以上）

　東京の労働災害の死傷者数は、リーマンショックの翌年の平成２１年は９,１０１人
と最少を記録しましたが、平成２８年から令和２年にかけて死傷者数は５年連続で増
加して１０,６４５人となり、３年連続１万人を超える状況となっています。

　また、東京の労働災害による死亡者数は令和２年は３９人で、令和元年に比べて８
人（１７．０％）減少し、過去最少となりました。
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建設業
運輸業
製造業
商業
清掃・と畜業
接客娯楽業
その他の三次産業

その他

割合
30.6%
12.9%
4.8%
11.3%
6.5%
3.2%
27.4%
3.2%

100.0%
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業種別死亡災害発生状況の推移

令和２年の死亡災害３９人を業種別にみると、建設業は前年と比較して１人増加して１４人、商業等の
第三次産業(※)は前年と同数の７人となりました。

　全業種に占める死亡災害が割合は、建設業３５.９％、運輸業２０．５％、第三次産業１７.９％であ
り、この３業種で全体の７４.３％を占めています。

業種別死亡災害発生状況の推移
　－死亡災害の約７４％は建設業、運輸業及び第三次産業で発生－

※第三次産業は下図において、商業、清掃と畜業、接客娯楽業、その他の第三次産業の合計を指します。
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令和2年

令和元年

平成30年

平成29年

平成28年

平成27年

平成26年

平成25年

平成24年

平成23年

建設業
製造業

運輸業 商業

接客娯楽業

その他の

三次産業 その他

31.7% 13.4% 7.3%11.0% 11.0% 2.4%
20.7%

48.1% 7.4%7.4% 11.1%
20.4%

1.9%

20.5%

6.6%14.5% 5.3%

3.2%

7.9% 27.6% 2.6%

42.4% 10.6%16.7% 3.0%10.6%
16.7%

34.2%

2.6%10.3%
5.1%
17.9%

1.３%

35.9%

43.1% 8.6%12.1%
20.7%6.9%

3.4%
5.2%

43.3% 6.0%6.0% 11.9% 1.5%9.0% 19.4% 3.0%

清掃・

と畜業

27.7%

50.0% 14.9%

2.7%
6.8% 9.5% 13.5%

2.4%

19.1% 14.9% 17.0% 14.3%
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30.2% 11.1%
6.3% 3.2% 28.6%

7４人

58人

67人

47人

39人

７6人

82人

54

人

建設業, 

243人, 
38.8%

運輸業, 84

人, 13.4%
製造業, 43

人, 6.9%

商業, 49

人, 7.8%

清掃・と畜

業, 56人, 
8.9%

接客娯楽

業, 11人, 
1.8%

その他の

三次産業, 

127人, 
20.3%

その他, 13

人, 2.1%

過去10年間の業種別

死亡災害発生状況

全産業
626人

66人

６3人

２

12.7%
4.8%
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5

事故の型別死亡災害発生状況の推移

事故の型別死亡災害発生状況の推移
 －「墜落・転落」「交通事故（道路）」がトップ－

　令和２年の死亡災害３９人を事故の型別にみると、「墜落・転落」が７人、
「交通事故（道路）」が６人と続いている。
　その他の２３人のうち６人は新型コロナウィルス感染症によるものが含まれて
いる。
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7６人
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５４人

６３人

３９人

４７人

28.4% 37.8%6.8%5.6%8.1%13.5%

墜落・転落

交通事故(道路)

はさまれ・

巻き込まれ

激突され

飛来・落下 その他

25.0% 19.7% 11.8% 3.9% 3.9% 35.5%

15.4% 59.0%
2.6%
5.1%17.9%

42.6% 10.6%
10.6%

6.4%
2.1%

27.7%

42.4% 13.6% 6.1% 3.0% 7.6

%

27.3%

32.8% 19.0% 6.9%
1.7%

10.3%

38.8% 16.4% 3.0

%

9.0% 32.8%

６６人

36.6% 18.3% 2.4%12.2% 30.5%

５８人

33.3% 18.5% 14.8% 5.6% 27.8%

29.3％

3.2%
墜落・転落

222人
33.6%

交通事故

（道路）

111人
16.8%

はさまれ・巻き

込まれ

62人
9.4%

激突され

18人
2.7%

飛来・

落下

37人
5.6%

その他

210人
31.8%

過去10年間の事故の型別死

亡災害発生状況

全産業

660人

３

28.6% 28.6%
3.2%

4.8% 31.7%

その他の状況

・コロナウィルス感染６

・有害物との接触４
（硫化水素中毒2、一酸化炭素中毒2）

・激突３
・転倒２

など
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業種別死傷災害発生状況の推移

　令和２年の休業４日以上の死傷者数は、第三次産業が６８.５％を占め最も
多く、次いで運輸業が１５.５％を占めています。
　平成２５年以降、全体に占める第三次産業の割合が増加しています。

業種別死傷災害発生状況の推移

　－第三次産業の発生件数がトップ－
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15.1%

8.3%17.5% 58.8％ 0.8％

9.6％

6.7％

15.5% 5.8％ 68.5％ 0.6％

63.5％ 0.6％

7.8％18.7％15.3％ 57.5％

15.4％ 7.4％17.9％ 58.4％

6.5％

18.5％11.1％

61.3% 0.7%

0.8％

建設業 製造業運輸業 第三次産業 その他

10,486人

9,837人

14.6%

8.9%17.5% 57.5％ 1.0％

13.4％ 18.5％ 7.4 58.4％ 0.8％

13.4％ 18.5％ 7.4％ 60.0％ 0.7％

12.7％

0.8％

18.8%

17.7％

7.0％ 62.7％ 0.7％

建設業

12,877人

13.0％

運輸業

17,817人

18.0％

製造業

7,232人

7.3％

第三次

産業

60,549人

61.0％

その他

735人

0.7％

過去10年間の業種別

労働災害発生状況

全産業

99,210人

４

11.5％

6



転倒
墜落・転落

動作の反動・無理な動作

はさまれ・巻き込まれ

切れ・こすれ

交通事故(道路)

激突
飛来・落下

その他

事故の型別死傷災害の発生状況の推移
　－依然として多い「転倒」、「墜落・転落」－

　事故の型別にみると、「転倒」による災害の占める割合が最も多く、令和２年は２３.６％となって
います。また、「転倒」、「墜落・転落」、「動作の反動・無理な動作」などの行動災害が全体の５４.
８％を占めています。
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事故の型別死傷災害発生状況の推移
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9,782人

9,537人

10,570人

9,837人

9,585人

9,376人

9,753人
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はさまれ・巻き

込まれ
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切れ・こすれ

交通事故(道

路)

その他

10,486人

激突

4.4

4.8%

4.7% 7.2% 4.8% 3.0% 18.4%

9.4%22.0% 15.2%

4.6%
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22.1.% 14.7%
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6,7% 8.9% 11.0%9.4%17.7%

17.0%
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10.5%

17.1% 9.5%22.0% 14.7%
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転倒, 23,264人, 
23.4%

墜落・転落, 

16,658人, 16.8%

動作の反動・無

理な動作, 

15,767人, 15.9%

はさまれ・巻き

込まれ, 8,505

人, 8.6%

切れ・こすれ, 

5,974人, 6.0%

交通事故(道

路), 8,489人, 
8.6%

激突, 4,867人, 
4.9%

飛来・落下, 

4,205人, 4.2%
その他, 11,481

人, 11.6%

過去１０年間の事故の型別死傷災害発生状況

全産業

99,210人

8.3%

4.9%

5.6% 4,7%

4.9%

4.8%

5.0%
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（注）その他の事業は全産業から製造業、建設業、運輸業を除いたもの。
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業種別・事故の型別・起因物別死傷災害発生状況

　－業種によって異なる死傷災害のパターン－

（１）業種別・事故の型別（令和２年）

　事故の型別にみると、製造業では「はさまれ・巻き込まれ」、建設業では「墜落・転落」、運輸
業では「交通事故（道路）」、その他の事業では「転倒」がそれぞれ高い割合を示しています。

  令和２年の休業４日以上の死傷災害を「事故の型」と「起因物」に分類すると、業種
によって特徴のある災害パターンを示しています。

転倒

2,508人

23.6％

墜落・転落

1,473人

13.8％

動作の反動・

無理な動作

1,848人

17.4％

はさまれ・

巻き込まれ

757人7.1％

交通事故(道

路)…

切れ・こすれ

495人4.7％

飛来・落下

324人3.0％

激突

516人

4.8％

その他

1,960人

18.4％

全産業

６

10,645人

転倒

120人

19.3％

墜落・転落

76人12.2％

動作の反動・無理

な動作80人

12.9％

はさまれ・

巻き込まれ

139人22.4％

交通事故(道路)

9人1.4％

切れ・こすれ

64人10.3％

飛来・落下

32人5.2％

激突

25人4.0％

その他

76人12.2％

製造業

621人

転倒

110人

10.8％

墜落・転落

318人

31.1％

動作の反動・

無理な動作

65人6.4％

はさまれ・巻

き込まれ

110人10.8％

交通事故(道路)

29人2.8％

切れ・こすれ

71人6.9％

飛来・落下

93人9.1％

激突

46人4.5％

その他

180人17.6％

建設業

1,022人

転倒

295人17.9％

墜落、転落

254人15.4％

動作の反動、

無理な動作

320人19.4％

はさまれ・

巻き込まれ

148人9.0％

交通事故(道路)

290人17.6％

切れ・こすれ

18人1.1％

飛来・落下

47人2.9％

激突

98人5.9％

その他

179人20.8％

運輸業

1,649人

転倒

1,983人

27.0％

墜落・転落

825人11.2％
動作の反動・

無理な動作

1,383人18.8％

はさまれ・

巻き込まれ

360人4.9％

交通事故(道路)

431人5.9％

切れ・こすれ

342人4.7％

飛来・落下

152人2.1％

激突

347人4.7％

その他

1,530人10.0％

その他の業

7,353人
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起因物別にみると、製造業では「動力機械」（食品加工用機械など）と「仮設物・建築
物・構築物等」、建設業では「仮設物・建築物・構築物等」（足場など）、運輸業では「物上
げ装置、運搬機械」（トラックなど）、その他の事業では「仮設物・建築物・構築物等」（階
段など）がそれぞれ高い割合を示しています。

（２）業種別・起因物別（令和２年）
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物上げ装

置,運搬機

械 1,468人
13.8%動力機械

430人
4.0%

その他の

装置等

2,004人
18.8%仮設物,建

築物,構築

物等 3,102

人 29.1%

荷 714人
6.7%

物質,材料

384人
3.6%

環境等

226人
2.1%

その他

2,317人
21.8%

全産業

10,645人

物上げ装

置,運搬機

械 53人
8.5%

動力機械

152人
24.5%

その他の装

置等 118人
19.0%

仮設物,建

築物,構築

物等 141人
22.7%

荷 43人
6.9%

物質,材料

43人 6.9%

環境等 17

人 2.7%

その他 54

人 8.7%

製造業

621人

物上げ装

置,運搬機

械 126人
12.3%

動力機械

127人
12.4%

その他の

装置等

195人
19.1%

仮設物,建

築物,構築

物等 313

人 30.6%

荷 39人
3.8%

物質,材料

113人
11.1%

環境等 38

人 3.7%

その他 71

人 6.9%

建設業

1,022人

物上げ装

置,運搬機

械, 633人, 
38.4%

動力機械, 

4人, 0.2%その他の装

置等, 238

人, 14.4%

仮設物,建

築物,構築

物等, 374

人, 22.7%

荷, 163人, 
9.9%

物質,材料, 

39人, 2.4%

環境等, 18

人, 1.1%

その他, 180

人, 10.9%

運輸業

1,649人

物上げ装

置,運搬機

械, 656人, 
8.9%

動力機械, 

147人, 
2.0%

その他の

装置等, 

1,453人, 
19.8%

仮設物,建築

物,構築物等, 

2,274人, 
30.9%

荷, 469人, 
6.4%

物質,材料, 

189人, 
2.6%

環境等, 

153人, 
2.1%

その他, 

2,012人, 
27.4%

その他の事業

7,353人

物上げ装

置,運搬機

械, 285人, 
33.3%

その他の装

置等, 155

人, 18.1%

仮設物,建

築物,構築

物等, 209

人, 24.4%

荷, 103人, 
12.0%

物質,材料, 

34人, 4.0%

環境等, 12

人, 1.4%

その他, 57

人, 6.7%

運輸業のうち道路貨物運送業

855人
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東京労働局 労働基準部安全課
  

木造家
屋建築
工事業

1 13 11 2 3 1 1 2 1 3 4 27
2 2 2 1 1 1 1 7

1 1 1 1 1 1 1 1 5
1 1 1 2

1 1 2 1 3

1 1 1 2

1 1 1
1 1 1 2

2 2 1 3
1 1 1

2 1 1 4
1 1 1 2

1 1 1
1 1 1

1 1 1 1 2
1 1 1

1 3 3 4
2 2 2 2 4

1 1

1 1

1 1 1 4 3 6
1 1 1 1 1 1 2 1 6

1 1

4 4 1 2 1 2 1 5 5 6 1 20
3 1 2 2 1 1 1 2 9

5 28 3 22 1 3 4 2 8 4 6 5 4 2 16 4 4 77
1 14 5 5 4 6 1 1 4 3 2 2 2 1 7 2 1 39

（注１） 上段は、令和３年確定値 （注２）「陸上貨物運送事業」は、道路貨物運送業と陸上貨物取扱業の合計値。
下段は、前年確定値

令和３年死亡災害発生状況（確定値）
その２ 事故の型別・業種別

墜落、転落

転倒

（注
２）陸
上貨物
運送事
業

その他
の運輸
交通・
貨物取
扱業

商業
保健衛
生業

土木工
事業

建築工
事業

その他
の建設
業

小売業 飲食店
接客娯
楽業

その他
(一次産
業)

業種計

製造業 建設業

破裂

火災

交通事故
（道路）

交通事故（そ
の他）

動作の反動、無
理な動作

その他

踏み抜き

おぼれ

高温・低温の物
との接触

有害物との
接触

感電

爆発

事故の
型計

ビルメ
ン業

金融業

分類不能

激突

飛来、落下

崩壊、倒壊

激突され

はさまれ、巻
き込まれ

切れ、こすれ

社会福
祉施設

ハイ
ヤー・
タク
シー業

警備業
清掃と
畜業

 その他
の三次
産業

10



その２ 事故の型別・業種別 東京労働局 労働基準部安全課
  

木造家屋
建築工事
業

66 306 33 217 15 56 230 23 31 282 174 82 59 70 40 147 114 242 24 40 25 1504
76 318 38 228 35 52 212 20 22 212 141 70 45 103 64 174 125 240 17 32 26 1473

126 123 19 75 7 29 183 69 44 578 463 434 343 193 153 304 251 521 45 137 7 2582
120 110 16 75 7 19 175 79 41 534 416 387 303 247 198 301 249 506 46 133 8 2508

30 38 8 24 2 6 87 9 33 114 82 92 76 39 29 59 35 59 4 15 5 565
25 46 10 30 5 6 69 8 21 101 79 61 48 40 32 74 49 71 2 15 516

28 89 24 44 2 21 28 1 7 63 46 19 16 30 22 17 6 21 5 4 307
32 93 14 66 8 13 42 5 63 46 14 9 25 20 22 11 25 4 3 324

15 38 13 20 5 45 1 35 25 8 6 7 4 11 2 25 4 1 186
10 48 17 26 2 5 28 39 29 4 2 9 5 9 5 10 1 157

28 51 13 34 2 4 48 10 10 63 42 39 34 19 6 16 4 53 1 16 2 339
22 44 17 22 3 5 47 11 5 59 41 35 27 11 3 20 7 36 15 2 292

152 121 28 70 8 23 102 9 12 116 76 31 19 39 29 66 28 65 9 6 719
139 110 23 74 6 13 113 13 22 136 94 33 22 39 25 62 17 86 1 18 4 757

61 72 11 44 8 17 14 3 156 138 23 18 118 111 24 12 30 1 1 19 520
64 71 11 52 7 8 14 1 3 109 92 19 13 143 138 35 13 21 1 15 495

1 7 1 5 1 1 1 1 1 1 1 2 1 2 1 16
5 2 2 1 2 2 9

1 1 1 1 2
1 1 1

14 12 2 8 2 6 2 36 30 13 10 104 99 7 4 18 1 9 1 213
24 17 4 12 1 11 1 34 28 15 12 97 91 13 7 30 12 242

11 6 1 4 1 1 1 8 4 2 1 5 5 2 36
8 6 1 3 2 5 7 6 2 2 10 9 6 4 4 48

2 3 1 2 1 1 7
3 3 1 1 1 1 1 1 3 10

1 1 1 2 1 2 2 1 1 9
2 1 1 1 1 1 1 4

1 1 1 3
1 1 1 1 3

2 3 3 1 1 6
1 1 1 2 2 4

11 25 6 13 3 6 59 206 16 153 119 90 80 44 42 17 8 154 20 24 775
9 29 5 20 1 4 49 223 18 131 107 101 80 41 39 20 11 142 20 24 1 764

1 3 1 2 2 7
1 1 3 1 1 5

94 76 9 47 3 20 259 26 63 414 314 581 472 112 62 161 89 256 11 44 7 2049
80 65 10 41 3 14 214 39 67 363 278 466 389 123 87 165 89 258 16 57 8 1848

30 213 29 153 2 31 31 52 26 183 50 2012 756 66 42 57 23 332 25 38 1 3003
9 51 8 40 3 6 49 14 35 21 818 233 27 19 41 16 121 1 8 1171

2 5 3 10 10 1 3 3 4 3 28
1 1 3 3 4 1 2 1 4 2 14

674 1184 201 759 52 224 1101 413 251 2204 1564 3436 1900 848 644 898 586 1789 132 348 78 12876
621 1022 179 695 78 148 981 445 223 1828 1383 2032 1187 918 733 947 605 1561 103 322 67 10645

増減率(％) 8.5 15.9 12.3 9.2 -33.3 51.4 12.2 -7.2 12.6 20.6 13.1 69.1 60.1 -7.6 -12.1 -5.2 -3.1 14.6 28.2 8.1 16.4 21.0
（注１） （注２）データは労働者死傷病報告による死亡及び休業４日以上の災害。

下段は、前年確定値 （注３）「陸上貨物運送事業」は、道路貨物運送業と陸上貨物取扱業の合計値。

令和3年死傷災害発生状況（確定値）

警備業

その他の
運輸交
通・貨物
取扱業

製造業 建設業
（注３）
陸上貨物
運送事業

ハイ
ヤー・タ
クシー業

事故の型
計

増減率
（％）

土木工事
業

建築工事
業

その他の
建設業

小売業 飲食店

その他
(一次産
業)

社会福祉
施設

墜落,転落 2.1

転倒 3.0

ビルメン
業

金融業商業
保健衛生
業

接客娯楽
業

清掃と畜
業

 その他
の三次産
業

激突 9.5

飛来,落下 -5.2

崩壊,倒壊 18.5

激突され 16.1

はさまれ,
巻き込まれ

-5.0

切れ,こす
れ

5.1

破裂 0.0

踏み抜き 77.8

おぼれ 100.0

高温･低温の
物との接触 -12.0

有害物等と
の接触

-25.0

感電 -30.0

爆発 125.0

上段は、令和３年確定値

業種計 21.0

動作の反動,
無理な動作

火災 50.0

交通事故
（道路）

1.4

交通事故
（その他）

40.0

10.9

その他 156.4

分類不能 100.0
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令和 4 年死亡災害発生状況 （
東京労働局 労働基準部安全課

  

木造家
屋建築
工事業

12 7 2 5 1 1 1 1 1 2 1 1 18
1 10 8 2 1 1 1 1 1 1 15

2 1 2
1 1 1 1 1 3

1 2 1 1 1 4
1 1 1

1 1 1
1 1 1

1 1 1
1 1 1 2

1 1 1 1 1 1 5
2 1 1 4

1 1 2 2 2 2 5

1 1
1 3 3 4

1 1

1 1

1 1 1

2 1 1 1 1 3
1 1 1 3 3 5

2 2 1 1 4 4 1 8

2 21 2 11 2 8 2 2 1 1 1 5 3 7 4 1 41
5 19 1 16 1 2 2 2 3 2 5 4 3 2 5 3 1 45

（注１） 上段は、本年10月末日現在（速報値） （注２）「陸上貨物運送事業」は、道路貨物運送業と陸上貨物取扱業の合計値。
下段は、前年 同期（速報値）

その他
(一次産
業)

事故の
型計

ビルメ
ン業

金融業

分類不能

激突

飛来、落下

崩壊、倒壊

激突され

はさまれ、巻
き込まれ

切れ、こすれ

社会福
祉施設

ハイ
ヤー・
タク
シー業

警備業
清掃と
畜業

 その他
の三次
産業

業種計

製造業 建設業

破裂

火災

交通事故
（道路）

交通事故（そ
の他）

動作の反動、無
理な動作

その他

踏み抜き

おぼれ

高温・低温の物
との接触

有害物との
接触

感電

爆発

10月末日 現在）
その２ 事故の型別・業種別

墜落、転落

転倒

（注
２）陸
上貨物
運送事
業

その他
の運輸
交通・
貨物取
扱業

商業
保健衛
生業

土木工
事業

建築工
事業

その他
の建設
業

小売業 飲食店
接客娯
楽業
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令和４年死傷災害発生状況（１月～10月）
その２ 事故の型別・業種別 東京労働局 労働基準部安全課

  

木造家屋
建築工事
業

44 237 24 152 11 61 171 25 14 181 111 71 52 48 26 135 103 148 9 25 17 1091
54 208 19 151 12 38 178 19 18 186 113 55 39 42 22 107 84 173 20 30 17 1057

99 96 23 60 4 13 137 58 48 463 358 293 232 163 127 241 202 429 34 112 4 2031
86 84 10 56 7 18 143 51 25 414 338 280 222 145 115 228 191 359 34 97 6 1821

24 40 4 26 2 10 73 5 28 96 69 62 50 29 21 48 26 56 2 10 1 462
22 32 6 20 2 6 56 9 22 78 61 62 54 23 19 37 19 36 1 13 3 380

13 62 6 38 2 18 31 5 47 38 11 9 18 13 11 5 26 2 2 2 226
16 66 18 32 2 16 19 5 49 40 12 10 14 11 13 4 12 2 3 209

8 25 5 16 2 4 33 1 2 20 19 3 1 4 2 8 3 6 1 1 1 111
9 32 11 16 5 35 1 25 17 5 4 3 2 8 2 22 3 1 141

3 32 6 20 1 6 37 10 14 66 46 24 20 24 10 19 10 30 1 4 2 261
22 36 7 25 2 4 31 9 6 50 34 31 27 13 5 13 4 41 15 2 254

121 95 28 51 1 16 66 9 13 84 56 26 18 33 24 36 12 64 16 3 550
106 81 20 46 6 15 68 7 8 93 62 24 14 22 17 54 24 44 6 5 512

47 68 9 42 4 17 6 1 78 68 13 10 129 124 21 5 18 3 7 388
48 56 11 34 6 11 11 2 119 106 19 14 82 76 18 7 19 1 1 13 387

1 7 1 4 2 2 1 2 1 2 1 1 1 16
6 1 5 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 14

1 1 3 2 4
1 1 1

6 16 8 7 1 1 9 3 25 23 3 3 90 88 12 8 22 16 1 187
9 7 1 6 6 1 27 21 8 6 72 70 6 3 17 1 9 1 154

4 5 4 1 7 4 2 5 5 3 2 7 5 2 1 38
10 5 1 3 1 1 1 6 4 5 5 2 30

4 1 1 3 1 1 6
2 3 1 2 1 1 7

1 1 2 3
2 1 1 1 1 1 1 1 7

1 1 1 2 1 1 5
1 1

1 1 1 1 2 2 4
2 3 3 5

6 24 10 10 4 34 173 10 113 89 64 56 14 14 13 5 151 15 33 1 603
8 14 4 5 5 49 153 11 107 90 65 58 33 32 15 7 118 15 17 573

1 1 1 1 5 4 2 2 10
3 1 3 2 7

63 52 8 29 2 15 202 34 64 259 199 335 268 93 63 102 51 186 10 38 7 1397
60 62 9 38 2 15 200 17 43 279 217 383 317 78 43 114 58 181 8 33 5 1422

49 234 93 113 28 22 113 98 227 118 7519 3268 145 55 47 41 359 2 18 3 8816
4 187 21 138 1 28 17 32 7 113 28 1625 554 49 30 45 12 268 26 33 2347

3 1 1 1 10 8 1 3 3 4 2 24
1 1 1 5 3 5 5 1 2 2 2 2 20

492 1001 226 575 31 200 823 432 310 1664 1197 8450 4008 800 573 706 480 1505 76 282 50 16233
460 884 143 576 40 165 820 304 153 1549 1132 2576 1325 579 444 668 423 1300 106 264 56 9349

増減率(％) 7.0 13.2 58.0 -0.2 -22.5 21.2 0.4 42.1 102.6 7.4 5.7 228.0 202.5 38.2 29.1 5.7 13.5 15.8 -28.3 6.8 -10.7 73.6
（注１） （注２）データは労働者死傷病報告による死亡及び休業４日以上の災害。

下段は前年同期（速報値） （注３）「陸上貨物運送事業」は、道路貨物運送業と陸上貨物取扱業の合計値。
上段は本年10月末日現在（速報値）

業種計 73.6

動作の反動,
無理な動作

火災 -20.0

交通事故
（道路）

5.2

交通事故
（その他）

42.9

-1.8

その他 275.6

分類不能 20.0

感電 -14.3

爆発 -57.1

破裂 400.0

おぼれ 300.0

高温･低温の
物との接触 21.4

有害物等と
の接触

26.7

はさまれ,
巻き込まれ

7.4

切れ,こす
れ

0.3

踏み抜き 14.3

飛来,落下 8.1

崩壊,倒壊 -21.3

激突され 2.8

墜落,転落 3.2

転倒 11.5

激突 21.6

事故の型
計

増減率
（％）

土木工事
業

建築工事
業

その他の
建設業

小売業 飲食店
ビルメン
業

金融業商業
保健衛生
業

接客娯楽
業

清掃と畜
業

 その他
の三次産
業

その他
(一次産
業)

社会福祉
施設

警備業

その他の
運輸交
通・貨物
取扱業

製造業 建設業
（注３）
陸上貨物
運送事業

ハイ
ヤー・タ
クシー業
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高年齢労働者の安全衛生対策15
高年齢労働者の就労が一層増加し、これに伴い労働災害による死傷者のうち60歳
以上の労働者の占める割合が懸念されています。こうしたことから、厚生労働省は令和
２年３月に高年齢労働者の労災防止を目的として、事業者や労働者が取り組む事項を
とりまとめ、「高齢者労働者の安全と健康確保のためのガイドライン（エイジフレンドリー
ガイドライン）」を公表しました。
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外国人労働者の安全衛生対策16
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